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（７）印旛土木事務所 

① 概要 

印旛土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、管内の概況は次のとおり

である。 

印旛土木事務所管内は、千葉県の北部に位置し、佐倉市・四街道市・八街市・

印西市・白井市及びに印旛郡酒々井町・栄町の 5市 2 町からなり、面積は約 424

平方キロメートル、人口は約 53 万人です。 

地勢は、北総台地に位置し、北に茨城県境となる利根川が流れ、管内のほぼ中

心部には、県内最大の湖沼である印旛沼が広がっています。沼周辺は県立印旛手

賀自然公園に指定されるなど、豊かな自然にも恵まれています。 

また、管内は、都心から 50km 圏に位置するとともに、成田国際空港にも近接

していることなどから、千葉ニュータウン事業や区画整理事業、内陸工業団地等

の大規模な開発事業が進められ、近年では北千葉道路等の幹線道路網の整備や空

港機能の充実等に伴い、大型商業施設・物流施設の開業や宅地開発等、都市化が

著しい地域となっています。また、文化・福祉面においても、国立歴史民俗博物

館、大学等の教育機関や大学病院等が立地しており、地域の発展に寄与していま

す。 

管内の道路は、高速自動車国道 1路線（東関東自動車道水戸線）16km、直轄国

道 2 路線（16号、51号）23km、県管理国道 5 路線（126 号、296 号、356 号、409

号、464 号）89km、及び主要地方道 16 路線・一般県道 16路線 217km である。 
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② 事業の必要性 

印旛土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、県土整備部の方針にしたが

った次のような道路事業を計画している。 

道路現況は、舗装率は 100%で路面舗装は完了しているが、未改良箇所がまだ

残るなど今後整備を必要とするものが多い。 

道路網として、東西方向の道路は、北部に国道 356 号、国道 464 号及び県道

市川印西線、南部に国道 51 号、296 号、東関東自動車道水戸線および県道千葉

八街横芝線等があり、路線としては比較的充実している。 

一方、南北方向の道路は、国道 16号、県道千葉竜ケ崎線、千葉臼井印西線、

佐倉印西線、成東酒々井線等があるが、国道 16号を除き大動脈となり得るもの

がない。 
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このため、千葉ニュータウンなどの地域開発により増加してきた交通量に対

処できず各所で交通渋滞が発生していることから、バイパス整備等の道路網整

備の推進を図っているところである。 
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（８）成田土木事務所 

① 概要 

成田土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、管内の概況は次のとおり

である。 
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当事務所は、千葉県の北部に位置し、成田市、富里市、香取郡多古町及び山武

郡芝山町の 2 市 2 町からなり、面積は約 384 平方キロメートル、人口はおよそ 20

万人である。 

北は利根川をはさみ茨城県に、東は香取・海匝、南は山武、西は印旛の各土木

事務所管内に接している。 

地形は、関東ローム層に覆われた北総台地と呼ばれる丘陵を形成し、管内の西

に印旛沼が広がり、周辺は県立印旛手賀自然公園に指定されるなど、豊かな自然

にも恵まれている。 

江戸期は「佐倉七牧」と呼ばれた軍用馬の生産地であったが、現在では古刹仁

王尊、古城、古墳も多く歴史ある地域となっている。 

また、農業については千葉県の中でも、甘藷・西瓜・多古米の著名な生産地と

なっている。 

平成 22 年 7 月に、成田新高速鉄道が開業し、都心（日暮里）と成田空港が最

速 36 分で結ばれたほか、平成 27 年 6 月に圏央道の神崎 IC から大栄 JCT 間が開

通、平成 31 年 3 月には北千葉道路の成田市船形から押畑間が開通したことによ

り、北関東及び印西市方面からの成田空港へのアクセスが向上した。 

平成 27 年 4 月に第 3 旅客ターミナルが開業、令和 2 年 1 月に成田国際空港に

ついて、さらなる機能強化にかかる施設変更許可がなされ、同年 3月には、国土

交通省、千葉県、空港周辺 9 市町及び成田国際空港株式会社により構成される四

者協議会において、「地域の発展」と「空港の発展」とが好循環する地域づくり

の早期実現を目的とした、成田空港周辺の地域づくりに関する「実施プラン」が

策定され、一層発展が期待される地域である。 
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② 事業の必要性 

成田土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、県土整備部の方針にしたが

った次のような道路事業を計画している。 
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主要事業の概要 

事業名・路線名・工事箇所 目的 

社会資本整備総合交付金事業 

一般国道 409 号 

富里市 七栄 ～ 成田市 並木町 

本路線には交差点が多く、成田市街地

への交通の集中により、富里 IC を中心に

交通混雑が日常的に発生しているところ

である。また、富里市の沿線の市街化に伴

う更なる交通需要の増大に対応するため

に 4 車線化を図るものである。 

地方道道路改築事業 

主要地方道 成田小見川鹿島港線 

成田市 取香 ～ 成田市 多良貝 

将来的に圏央道から成田国際空港及び空

港周辺に点在する物流施設へ直結するア

クセス道路となり、交通需要の増加が見

込まれることから、これらに対応するた

めに 4 車線化を図るものである。 

県単道路改良事業 

一般国道 408 号 

成田市 土屋 ～ 成田市 押畑 

本路線は、国道 51 号と茨城県南部とを結

ぶ幹線道路であるが、土屋交差点付近を

中心に交通渋滞が慢性的に発生している

状況である。本事業は、交差予定である国

道 464 号（北千葉道路）と一体として整備

し、適切な交通分散・導入を図ることを目

的とした拡幅（4 車線化）事業である 

社会資本整備総合交付金事業 

一般国道 296 号 

多古町 喜多 ～ 芝山町 大里 

国道 296 号は、千葉県東部から成田空港

や成田市街地への交通を担う、地域の骨

格となる主要な道路であり、頻発する渋

滞や圏央道の開通に伴う交通需要の増大

に対応するため、圏央道と成田空港を結

ぶ約1,800m区間について 4車線化を図る

ものである。 

防災・安全交付金事業（交通安全） 

一般国道 464 号 

成田市 大袋 

本路線は、重要路線である国道 51 号と国

道 356 号を結ぶ幹線道路であり、本計画

区間はカーブが多く人家が連担し、視距

が悪いうえ市立公津小学校の通学路とな

っている。また周辺には保育園、公民館、

公園等の公共施設があり、交通事故への

対応が急務となっている。そのため、歩行

者等の「歩行空間の確保」を基本に整備を

行うものである。 
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防災・安全交付金事業（交通安全） 

主要地方道 八街三里塚線 

富里市 御料 

通勤通学等の歩行者及び自転車の安全確

保が強く望まれている区間であることか

ら、「歩行空間の確保」を基本に整備を行

うものである。 

防災・安全交付金事業（交通安全） 

主要地方道 八日市場八街線 

芝山町 小池 

本路線は、成田空港につながる(主)成田

松尾線と(主)富里酒々井線を結ぶ道路で

ある。本計画区間は郊外部で信号も少な

いことから実勢速度が高く、全般に幅員

が狭い。また、歩道も狭い上に、周辺には

「芝山小」及び「芝山中」のほかに「第一

保育所」や「道の駅風和里しばやま」など

の施設があるにもかかわらず、「芝山工業

団地」及び「芝山第 2 工業団地」があり、

大型車両の交通が多い為、歩行空間の確

保を行うものである。 

防災・安全交付金事業（交通安全） 

主要地方道 多古笹本線 

多古町 西谷 

本路線は東総地域の幹線道路であり、国

道 296 号多古町から国道 356 号銚子市へ

至る主要地方道である。本路線の多古町

地域は、中村小学校や多古第一小学校、多

古中学校などの通学路となっているとと

もに、周辺に役場、病院などの公共施設、

道の駅「多古」や日本寺などの観光施設も

立地しているため、自転車・歩行者による

道路利用が非常に多い。そのため、当該区

間の自歩道を整備するものである。 

道路メンテナンス事業（トンネル） 

主要地方道 成田小見川鹿島港線 

成田市 天神峰 

平成 28 年 11 月に策定した千葉県トンネ

ル長寿命化修繕計画に基づき、安全で円

滑な交通機能を確保するためトンネル補

修工事を実施するものである。 
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（９）香取土木事務所 

① 概要 

香取土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、管内の概況は次のとおり

である。 

当事務所は、千葉県北総地域に位置する香取市、香取郡神崎町、東庄町の 1 市

2 町を管轄し、北に利根川を隔てて茨城県に接し、東は銚子市、西は成田市、南

は旭市、匝瑳市、多古町に接している。 

また、管内の面積は、328.5 ㎢であり、人口約 91.6 千人（令和 4年 6 月現在）

となっている。 

当事務所管内の道路の状況は、広域的な幹線道路として東関東自動車道水戸線

（東関道）や首都圏中央連絡自動車道（圏央道）が南北に通過しており、東関道

には佐原香取 IC、圏央道には神崎 IC が設置されている。また、東関道に並行し

て千葉県と茨城県を国道 51号や、県北部地域の利根川沿いを東西に結ぶ国道 356

号、さらには成田国際空港と茨城県鹿島港を結ぶ主要地方道成田小見川鹿島港線

が、管内の主要な幹線道路である。 

また、これら幹線道路に接続する主要地方道 10 路線、一般県道 15 路線によ

り、管内の道路ネットワークが構成されている。 
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② 事業の必要性 

香取土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、県土整備部の方針にした

がった次のような道路事業を計画している。 
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今後、圏央道（大栄～横芝）や、東関道（潮来～鉾田）の開通が予定されて

おり、県内外からの人・モノの流れがさらに活性化されることが期待されてい

る。 
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（１０）銚子土木事務所 

① 概要 

銚子土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、管内の概況は次のとおり

である。 

当事務所所管区域の銚子市は、千葉県北東部に位置し、東及び南は太平洋に面

し、西は香取郡東庄町及び旭市に接し、北は一級河川利根川を隔てて茨城県神栖

市に相対している。地形は東西 16.2km、南北 12.8km で、東は銚子半島として太

平洋に突出し、その先端の犬吠埼は関東の最東端（銚子市君ヶ浜東経 140 度 50

分•北緯 35 度 44 分）に位置している。 

銚子を起点とする国道 124・126・356 号を基幹とし、管内の国、県道の全線及
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び名洗港臨港道路を所管する。 

路線総数 15（うち自転車道 1 路線を含む）で、その実延長は、79,522m である。 

 

② 事業の必要性 

銚子土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、県土整備部の方針にした

がった次のような道路事業を計画している。 

生活や経済を支える社会資本を安全•快適に利用できる様、当事務所では道路

•河川•海岸等の施設の整備及び維持管理、防災対策、危機管理の充実に努めて

いるところである。 

 

 

（１１）海匝土木事務所 

① 概要 

海匝土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、管内の概況は次のとお

りである。 

当事務所は､千葉県の北東部に位置する旭市､匝瑳市の 2 市を管轄し､面積は約

230 ㎢､総人口は約 10万人となっている。 

管内の道路は､千葉～銚子を連絡する国道 126 号と船橋･佐倉～匝瑳を連絡す

る国道 296 号の国道約 30km､これらに接続する主要地方道､一般県道網約 185km

（自転車道を含む）で構成されている。 

平成 25年 4月 27 日には､首都圏中央連絡自動車道の木更津東 ICから東金 JCT

間の 42.9km が開通したことにより、新たな広域ネットワークが形成された｡更

に､大栄 JCT から松尾横芝 IC の供用目標が令和 6 年度（用地取得等が順調な場
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合）と発表されたことから､本道路に接続する銚子連絡道路の重要性が更に高ま

っている。 

銚子連絡道路は､首都圏中央連絡自動車道 松尾横芝 IC から匝瑳市､旭市､銚子

市に至る地域高規格道路であり、首都圏中央連絡自動車道や東京湾アクアライン

などの高規格幹線道路と一体となって､首都圏との連携強化、山武･東総地域の活

性化やバイパス機能による国道 126 号の交通混雑の緩和を図る道路である｡現

在､横芝光町から匝瑳市までの二期区間､約 5km について､令和 5 年度の供用開始

に向け､全線にわたり工事を進めている｡また､令和 4 年度からは､それに続く匝

瑳市から旭市までの三期区間､約 13km について､新たに事業化し､測量等の調査

に着手している。 

 

 

② 事業の必要性 

海匝土木事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、県土整備部の方針にした

がった次のような道路事業を計画している。 

主要地方道銚子海上線は､茨城県につながる利根かもめ大橋の銚子側を起点

として旭市を結ぶとともに、国道 296 号につながる東総広域農道と接続する重

要な幹線道路である。しかしながら、清滝地区周辺の現道は歩道が未整備で幅

員が狭く、また､カーブが連続し見通しが悪いことから、交通の安全確保と円滑

化を図るためにバイパス整備を進めている｡今年度は引き続き､清滝トンネル 

の工事を進めている。 

さらに､安全かつ円滑な歩行空間を確保するため、関係機関と連携し､歩道の

整備や通学路などの交通安全対策を推進している。 

管内の道路維持（舗装）については､経年劣化等により舗装の補修需要が増大

しており、今年度も計画的な舗装修繕工事を進めていくとともに､道路除草など

により道路環境の保全にも努めている。 
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（１２）北千葉道路建設事務所 

① 概要 

北千葉道路建設事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、管内の概況は次の

とおりである。 

一般国道 464 号北千葉道路は、常磐道と東関東道のほぼ中間に位置し、平成 30

年 6 月 2日に開通した外環道（千葉県区間）から千葉ニュータウンを経て、成田

空港までを最短で結ぶ延長約 43km の幹線道路です。 
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北千葉道路の整備により、沿線地域の慢性的な交通混雑の緩和や首都圏の国際

競争力の強化に資するとともに、災害時における緊急輸送道路として機能するな

ど、様々な効果が期待されます。 

 

 

 

② 事業の必要性 

北千葉道路建設事務所作成の令和 4 年度事業概要によると、県土整備部の方針

にしたがった次のような道路事業を計画している。 

北千葉道路（印西〜成田間）約 13.5km のうち、印西市若萩から成田市押畑ま

での I 期区間約 9.8km が平成 17 年度に、残る成田市押畑から大山までの II 期

区間約 3.7km が平成 19年度に、それぞれ事業着手しました。 

I 期区間については、現在、県と国が分担しながら事業を行っており、起点

部となる印西市若萩から成田市北須賀までの約 4.2km を県施行区間として、続

く、成田市北須賀から押畑までの約 5.6km を国施行区間としてそれぞれ整備を
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進めています。 

県施行区間については、平成 29 年 2 月 19 日に、国施行区間についても平成

31 年 3 月 3 日に暫定 2車線で開通しています。 

II 期区間については、全線を県施行区間として、早期開通を目指し、工事を

進めているところです。 

 

 

２ 総務部資産経営課 

 
（１）概要 

資産経営課の分掌事務は、第１の４（７）ア 知事部局 県土整備部・総務部資

産経営課に記載したところである。 

一 県有施設の資産経営の総括に関すること。 

二 県有施設の総量縮減の推進に関すること（社会資本に関するものを除

く。）。 

三 県有施設の長寿命化等の推進に関すること（社会資本に関するものを除

く。）。 

四 県有施設長寿命化等推進基金に関すること。 

五 県有財産の取得、管理及び処分の総括に関すること。 

六 県有資産等の所在市町村交付金に関すること。 

資産経営課においては、年 1 度、「固定資産台帳データ（インフラ資産）の更

新に係る調査」を実施し、各土木事務所が管理している各種台帳情報を基に、固

定資産台帳の更新を行っている。 

 

（２）事業の必要性 

平成 26年 9 月 30 日付総務省自治財政局財務調査課事務連絡で公表された「資

産評価及び固定資産台帳整備の手引き」（令和元年 8 月最終改定）で求められた

固定資産台帳の管理は以下のとおりである。 

Ⅸ 固定資産台帳の管理  

123.期中に固定資産の増減その他の異動が発生した場合は、固定資産台帳に、

異動日付、異動事由、取得価額、異動後の簿価、その他必要事項を記載すると

ともに、仕訳を起こさなければなりません。 

124.固定資産台帳の管理の実務については、基本的には、資産の取得・異動が

あった場合、①資産の棚卸（現物確認）、②登録データの作成、③公有財産台

帳登録、④執行データとの照合、寄附・寄贈の調査等、⑤固定資産台帳登録

（固定資産台帳にデータ取り込み等）、⑥固定資産台帳に反映、といった手順
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になるものと考えられます。なお、日々仕訳の場合は、仕訳の発生の都度、固

定資産台帳に登録すること、期末一括仕訳の場合は、日々の執行データは既

存の財務会計システム等に蓄積し、期末に一括仕訳を行う際に固定資産台帳

に登録をすることが想定されます。具体的には、「固定資産台帳管理（毎年）

の流れの例」（「別紙１０」参照）に示していますが、各地方公共団体がそれぞ

れの実情に応じた手順により作業を行うことが重要です（「別紙１１～１３」

参照）。 

125.固定資産の主な増加理由としては、次の場合が考えられます。 

①新規有償取得 

②一部増加有償取得（改良、改造、付加等） 

③建設仮勘定から本勘定への振替受 

④無償所管換受 

⑤交換受 

⑥寄付受 

⑦調査判明 

⑧再評価による増額 

126.固定資産の主な減少理由としては、次の場合が考えられます。 

①売却 

②破損・滅失・取替等による除却（全部除却、一部除却） 

③無償所管換出 

④交換出 

⑤寄付出 

⑥調査判明 

⑦減価償却 

⑧再評価による減額 

127.以上のほか、固定資産の異動理由としては、地方公共団体内部での管理換、

用途変更、移設等が考えられます。このうち、事業用資産とインフラ資産の間

の用途変更は、勘定科目の振替処理が必要となります。 

128.なお、新規に取得または異動した資産以外についても、年１回を基本とし

て固定資産台帳整備・管理担当課が各部署に照会をかけ、会計年度末の状況

を把握することが適当です。 

129.期末に固定資産台帳と貸借対照表の資産残高が一致しているか確認するこ

とが必要です。一致しない場合には、固定資産台帳の登録漏れや仕訳の間違

いがないか確認する必要があります。 

これにしたがい、「期末に固定資産台帳と貸借対照表の資産残高が一致してい

るか確認することが」求められる。 
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３ 企業局 

 
（１）上水道事業 

① 概要 

千葉県企業局が令和 3年 3 月に公表した「千葉県営水道事業中期経営計画（令

和 3 年度～令和 7 年度）～「いつでも、安全でおいしい水を安定して供給し、お

客様が安心し、信頼を寄せる水道」を目指して～」によれば、事業の概要は以下

のとおりである。 

県営水道は、現在、4 つの取水場、5 つの浄水場と 14 の給水場・分場等の施設

と約 9,180 キロメートルに及ぶ管路を保有し、県人口の半分にあたる約 300 万人 

のお客様に毎日の暮らしを支える生活用水をお届けしています。 

また、国際拠点空港である成田国際空港、幕張メッセを中核とする幕張新都心、

大規模テーマパーク等の日本を代表する大型集客施設、さらに東京湾岸地域の工

業地帯をはじめとする企業等への給水を通じて千葉県の経済・生産活動の発展を

支える役割を担っています。 
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② 事業の必要性 

前述の「千葉県営水道事業中期経営計画（令和 3年度～令和 7 年度）～「いつ

でも、安全でおいしい水を安定して供給し、お客様が安心し、信頼を寄せる水道」

を目指して～」において、以下のとおり事業計画を策定している。 

この計画は、前計画「千葉県営水道事業中期経営計画」（計画期間：平成 28 年

度〜令和 2 年度）の実施により得られた成果を引き継ぎ、さらに発展させていく

ことを目的とした令和 3年度から令和 7年度までの千葉県営水道（以下「県営水

道」という。）の水道事業経営に関する基本計画であり、水道事業を運営する上

での実施計画ともなるものです。 

また、県営水道では、水道施設の更新等に関する 30 年間の施設整備の基本的

な考え方を示した「千葉県営水道事業長期施設整備方針」により、水道施設の重

要度、老朽度及び耐震性等を考慮しながら、水道施設の更新•整備を計画的に実

施していくこととしています。本計画では、この方針に基づく更新•整備につい

て 5 年間分の具体的な取組を盛り込んでいます。 
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（２）工業用水道事業 

① 概要 

工業用水道事業の概要は、令和 5 年 3 月に千葉県企業局から公表されている

「千葉県工業用水道事業中期経営計画（令和 5年度～9 年度）」によれば、以下の

とおりとなっている。 

本県の工業用水道事業は、東葛・葛南地区、千葉地区、五井市原地区、五井

姉崎地区、房総臨海地区、木更津南部地区及び北総地区の 7 地区で事業を行っ
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ており、1 日当たりの給水能力は合わせて約 113 万立方メートルです。 

また、令和 5 年 3 月 1日現在、給水区域は 13市 2 町、契約企業数は 282 社、

契約水量は約 109 万立方メートルです。 
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② 事業の必要性 

令和 4 年度の工業用水道事業に係る各種工事の必要性は、長期計画及び中期経

営計画で検討され、その計画に基づき、緊急を要する工事や前年度の工事進捗状

況などを勘案して決定されている。 

平成 28 年 3 月に当時の企業庁から公表された「千葉県工業用水道事業施設更

新・耐震化長期計画」において、「本計画は、国の示した「工業用水道施設更新・

耐震・アセットマネジメント指針（平成 25年 3 月）」（以下、「工水指針」という。）

に基づき、老朽度や耐震性の評価を踏まえた上で、投資効果等を考慮しながら整

備時期や手法を精査し、さらに財政面からの検討を加えたものとなっています。」

「計画期間は、工水指針を参考に、40 年間とし、現行の中期経営計画の計画期間

（平成 25年度～平成 29年度）が終了する翌年度（平成 30 年度）から平成 69 年

度（令和 39 年度）までとします。」「本計画の施設規模は、平成 26 年 3月に受水

企業を対象に実施した「需要見込みに関するアンケート調査」において、更新等
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に影響するような大きな需要量の変動が、明らかにならなかったことから、現在

の需要量を安定的に供給できるように最大給水量を確保する施設規模とします。」

とし、「2-3 施設重要度」の設定、「2-4 老朽度の評価」及び「2-5 耐震性の評

価」を行い、長期にわたる施設の更新・耐震化計画を策定した。 

これを受け、平成 30 年 3 月 26 日に「この計画の最初の 5年間の事業内容の具

体化を図るものとして、財源を明確にし、運営基盤の強化を図りつつ、工業用水

の安定的な供給と非常時に備えた危機管理対策を盛り込んだ、平成 30 年度から

34 年度（令和 4 年度）の中期経営計画を、受水企業と協議しながら策定しまし

た。」とする「千葉県工業用水道事業中期経営計画（平成 30 年度～令和 4年度）」

を公表した。この計画で、工業用水道施設の更新は次のように計画された。 

施設の重要度や老朽度・耐震性の評価を踏まえて、以下の施設の整備を行う。 

ア 浄水場：施設単位で更新 

①南八幡浄水場施設設備更新［東葛・葛南地区］ 

②佐倉浄水場施設更新［五井姉崎地区］ 

③人見浄水場排水処理棟等施設更新［木更津南部地区］ 

イ 管路：耐震対策が必要なコンクリート管、耐震適合性のない管を布設替 

 え 

5.4km（［東葛・葛南地区］1.9km、［五井姉崎地区］3.5km） 

ウ 水管橋：管路の布設替えに合わせて整備 

3 橋（［東葛・葛南地区］2 橋、［五井姉崎地区］1 橋） 

さらに、令和 5 年 3 月 31 日に「千葉県企業局では、工業用水を安定的に供給

するため、中期経営計画等に基づき、施設の更新・耐震化等を計画的に進めてお

り、次期計画として「千葉県工業用水道事業中期経営計画（令和 5 年度～9年度）」

を受水企業と協議しながら策定しました。」として「千葉県工業用水道事業中期

経営計画（令和 5 年度～9 年度）」を公表している。この計画においても、「施設

の重要度や老朽度・耐震性の評価を踏まえ施設整備を行うとともに、令和元年房

総半島台風等の経験を踏まえた、停電・浸水対策を実施する。」として、以下の取

組が示された。 

［主な取組] 

ア 浄水場：施設単位で更新 

（ア）南八幡浄水場：施設・設備の更新［東葛・葛南地区］ 

（イ）郡本浄水場 ：1･2 号沈殿池の更新［五井市原地区］ 

（ウ）佐倉浄水場 ：施設・設備の更新［五井姉崎地区］ 

（エ）人見浄水場 ：施設・設備の更新［木更津南部地区］ 

イ  管路：耐震対策が必要なコンクリート管及び耐震適合性のない管を更新 

（約 4.6 ㎞） 
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ウ 水管橋：管路更新に合わせて 6 橋を更新 

 

停電・浸水対策 

１ 大規模な風水害の発生に備えるため、長期停電及び浸水への対策を進め

ます。  

(1) 非常用発電設備の整備   

南八幡浄水場: 更新  

佐倉浄水場: 設置  

人見浄水場: 更新に併せて増強  

(2)当面の浸水対策として 1ｍ程度の浸水に対応していますが、今後の施設

更新時、必要に応じて嵩上げ等を実施します。 

以上のように、この工事は、40 年間の長期計画に位置付けられたものである。 

 

 

  


